（様式第１号）
平成　　年　　月　　日
　京都府中小企業団体中央会
　 会　長　　渡邉　隆夫　様
　　　　　　　　　　　　　　　　事業者の名称及び住所
代表する者の氏名、役名　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
イノベーション促進雇用創出事業申請書
　下記のとおり、イノベーション促進雇用創出事業を受託したく関係書類を添えて申請します。
記
１．委託事業の目的
2． 委託金申請額　　　　　　金　　　　　　　　　円
３．事業者等の概要　　　　（別紙１）事業実施計画書のとおり
４．委託事業の内容等　　　　（別紙１）事業実施計画書及び
　　　　　　　　　　　　　　（別紙２）経費内訳のとおり
（添付書類）

１．会社概要（概要がわかる会社案内、パンフレット等でも可）
２．商業登記簿謄本（3ヶ月以内に発行されたもの）
３．府税の納税証明書（滞納のないことを確認するものです。）
４．前事業年度の決算関係書類（貸借対照表・損益計算書、設立２年未満の企業は事業計画書・収支予算書）
５．当該事業年度の収支予算書及び事業計画書
（様式第１号　別紙１）

事 業 実 施 計 画 書
	1 事業の名称
	イノベーション促進雇用創出事業

	2　事業実施主体

の名称　
	(ふりがな)


	代表者職･氏名
	

	3 事業実施主体

の所在地
	〒

TEL:　　　　　　　　FAX:　　　　　　　　e-mail:　

	4 事業実施主体

の概要

	業種
	
	創業年月日
	年

　 月 　日

	
	会社の事業実施状況等
	

	
	主な活動実績
	

	
	会社概要
	社員
	人
	常時雇用する労働者
	人　　　　　　

	
	
	資本金
	千円 
	年間売上高
	千円

	
	
	主な取扱品目等
	

	
	担 当 者
	役職・氏名
	

	
	
	連絡先
	〒

TEL:　　　　　 　　　　FAX:　　　　　　　　

e-mail:　

	5 事業費(円)

＊詳細は経費明細表のとおり。
	事業に要する経費
	委託金額
	自己資金
	その他

	
	円
	円
	円
	


	6 事業実施場所
	〒

TEL:　　　　　　　　FAX:　　　　　　　　e-mail:　　

	7 事業の目的
	＊取り組もうとするイノベーションの内容等


	8 人材育成内容
	＊新たに雇用した者に対する人材育成・能力開発の内容について１ヶ月単位

で平成２５年３月末までのスケジュールを記入。

	9 雇用形態等
	　・正規雇用

　・期間雇用：平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

　　　　　　　正規雇用の可能性（　有　・　無　）

	10 その他

＊特記すべき事項があれば記載。

　　【雇用人数：　　　人、雇用開始予定日：平成　　年　　月　　日】
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